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　I　はじめに

　本報告で主題的に取り上げるのは、経済学の停滞と資本主義の混迷の 2 点である。まず、経済学、とり

わけマクロ経済学が停滞に陥ってしまった理由をさぐることにする。そのため、この 20 年間、主流派マ

クロ経済学として君臨してきた ｢ 新しい古典派 ｣、およびそれと微妙な（ライバル的でもあり、似た側面

をももつという）関係にある「ニュー・ケインズ派」を方法論的側面から、批判的に検討を加えることに

する。

　次に、現在の資本主義が陥っている混迷状態とはどのようなものであるのかを、社会哲学的に考察する。

そこでは資本主義システムの長所・短所に言及したあと、資本主義は今後いかなる道を歩むべきなのかを

探っていくことにしたい。経済学では、こうした点に配慮が払われることは、じつはあまりない。倫理的

価値判断を嫌う傾向、数理モデルになじまない探究は「非科学的」であると断じる経済学者が多いことが

影響している。しかし資本主義システムはわれわれ人間が主体であるべきものである。そこにわれわれの

価値判断で、「よい」「悪い」「公平」「不公平」ということを下していかないかぎり、「より良い資本主義」

「より公平な資本主義」の達成は不可能である。

　本論を展開するに先立ち、リーマン・ショック後から現在に至る経済学、経済政策をめぐる展開を、ア

メリカを中心にみておくことが、本報告の理解に役立つと思われる。

　ほぼ 30 年のあいだ、バッシングを浴びる傾向
1）がみられたケインズならびにケインズ的思考に、人々

の肯定的な目が集まり出したのは、2008 年秋に生じたリーマン・ショックの直後からであった。驚くべ

き勢いでの世界経済の破綻的展開は、「ネオ・リベラリズム」ならびに（後述の）「新しい古典派」の脆弱性・

問題性を露呈させることになった。

　信頼を喪失したネオ・リベラリズム・新しい古典派の向こうに人々が見出したもの、それがケインズで

あった。アメリカにあって、彼に注目の目を向けさせたのは、事実問題として（後述の）「ニュー・ケイ

ンズ派」であり、彼らをブレーンとして登場したオバマ大統領であった。また、現実問題として膨大な額

の公共投資政策を実行に移すことで、事実上、ケインズ的政策を最初に遂行したのは中国であった。さら

にイギリス労働党の政策も明確にケインズ的政策を重視するようになった。到来した経済危機のなか金融

政策はとれなくなった。金融システム自体がメルトダウンしたからである。それまでの「新しい古典派」

では有効な政策を打ち出せない状況におかれた世界は、1930 年代の大恐慌下で果敢な政策を打ちだした

ケインズに、自ずと目を向けたのである。
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　だがこの傾向が長く続いたというわけではない。2010 年 6 月頃を境に―一番大きな要因はユーロ危機

の発生であった―世界中の政府は緊縮路線へと大きく舵を切ることになった。この傾向はその後益々強

くなり、アメリカでも「ティー・パーティ」運動が勢いを増し、同年 11 月には中間選挙での共和党の大

勝をもたらした。以降、アメリカにあっても大統領の方針は大きな制約を受けることになり、2011 年夏

の「デット・シーリング危機」で緊縮路線をいわば強制されるようになった（予算統制法）。同年 11 月下

旬の「スーパー委員会」では財政均衡案（向こう 10 年間に総額 1 兆 2 千億ドルの赤字削減）について合

意に達することができないという事態が生じた。そして、国防費と社会保障費が強制的に毎年 1200 億ド

ル削減されることになったのである（シークエスタ）。

　ユーロ危機であるが、その後も解決をみるどころか、一時的なその場しのぎの方策―ベイルアウトと

金融組織の救済―に終始する一方で、ますます超緊縮政策を PIIGS に強要することで、さらに大きな危

機を現出させて今日に至っている。

　こうした事態の展開は「新しい古典派」が政策の現場で復活したというものではなく、むしろ「ネオ・

リベラリズム」というイデオロギーが様々な国の政策現場で復活しているとみるべきであろう。そして他

方、諸国民のあいだでは超緊縮政策に反旗を翻す様々な動きが波状的に現出してきている。2013 年の夏

現在、世界の資本主義は、政策的にも、思想的にも重大な岐路に立たされたまま立ち往生しているといっ

た状態なのである。

　II　経済学の停滞

　1.「新しい古典派」

　ネオ・リベラリズム（＝市場原理主義）を、経済学の分野にあって後押してきたのは、「貨幣的ビジネス・

サイクル理論」（代表者はルーカス）や「リアル・ビジネス・サイクル理論」（RBC. 代表者はキッドランド

とプレスコット）を代表とする「新しい古典派マクロ」（以下、「新しい古典派」と呼ぶ）である。両者を

識別する基本は、ネーミングが示唆するように、変動の起因を貨幣ストックのランダムな変動に求めるの

か、それとも（技術もしくは要素量の自律的なシフトによる）実物経済へのランダムな変動に求めるのか、

にある。

　本節では、この「新しい古典派」に共通する特質を、方法論的見地から批判的に検討する。彼らは、経

済主体の「超」合理性、市場における均衡メカニズムの完全性を当然視する。そしてそれに依拠すること

で、厳密な理論モデルの構築、ならびにそれに基づき現実の経済の科学的解明が可能である、と主張して

きた（「経済政策の無効性命題」もこのコンテクスト下にある）。

　だが、現代の世界経済危機に直面して彼らのモデルが何の役にも立たないものであったことは周知の事

実である。なぜそうであったのか。それは彼らが依拠する経済学の方法論が現実離れしたものだったから

である。このことを 5 つの論点から説明していこう。

　代表的主体

　ミクロ的基礎から厳密な理論構成をもって組み立てられているのが「新しい古典派」のマクロ・モデル

であるという見解は、当の論者によって強く主張されてきたところである（いわゆる方法論的個人主義の

立場）。

　だが、実際に提示されてきたモデルは「代表的主体」の最適化行動（とりわけ「代表的家計」による

期待効用の極大化）理論に依拠するものであって、ミクロ的基礎から厳密な理論構成をもって組み立て

られたものではない。「代表的家計」仮説に立って（しかも「基数的効用理論」が採用されている）、そ

平井俊顕先生.indd   2 2014/02/27   10:45:29



55経済学の停滞と資本主義の混迷

こから出発することが科学的・演繹的手法として最も重要なものであるという考えには、大いなる疑問

が投げかけられて然るべきである。それは「科学的事実」ではなく一部理論家の「信仰」にすぎないか

らである。

　第 1 に、現実の家計の行動がなぜ効用関数で表現されなければならないのか、第 2 に、その効用関数は、

なぜ無限の期間におよぶ労働とレジャーの選択を勘案しつつ、その期待効用を最大化するかたちで定式化

されなければならないのか、第 3 に、効用はなぜ基数的効用で捉えられるべきなのか、第 4 に、その効用

の単位は何なのか、第 5 に、個人から出発するといいながら、それは「代表的」という言葉を用いること

で、ただ集計化問題を回避しているだけではないのだろうか、等々の疑問が直ちに浮かんでくる。

　これらの疑問にたいし、われわれは、説得的な回答を得ることはなく、ただその受け入れを強要される

のみである。このような行動をとる家計が経験的にみてどこにも見当たらないのに、なぜこれを経済変動

分析の基礎に据えなければならないのだろうか。数学の場合、納得のいく「公理」から厳密な演繹性がス

タートするのにたいし、「新しい古典派」の場合、そのような行動をとることが考えられない経済主体を

措定することから理論がスタートしている。

　この点にたいする明快な批判はフーバー（Hoover, 2006, pp. 5, 7, 11）によって行われている。彼は、マ

クロ経済学のミクロ的基礎という着想に懐疑的であり、とりわけ代表的家計の想定を問題視している。こ

の想定にたいする、より内在的批判としてカーマン（Kirman, 1992, p. 134）もあげておこう。

　合理的期待形成 —「合理」性の意味

　「新しい古典派」を最も特徴づけるのは（ムースに始まる）「合理的期待形成」仮説である。この仮説を

採用する研究者は、彼らの意味での「合理的に期待する」個人を措定し、その個人がマクロ構造について

の情報を有するとの前提に立って、（例えば）価格についての期待を形成する、との考えに立つ。

　例えば、ルーカス・モデルでは、経済主体のとる「合理的期待」は次のように定式化されている。経

済主体は、得られる限られた情報を最大限に利用する能力を有しており、またその情報の客観的確率分

布を予め知っている、と想定される。さらに経済主体は、経済が繰り返し循環を経験すること、ならび

にこの循環が予想収益率を歪めること、をも十分に知っている、と想定される。他方、経済主体は、実

物投資の機会の一時的特性により、偽りの価格シグナルに反応する危険と、有益な価格シグナルに反応

することに失敗する危険とのあいだでバランスをとることを強いられる、と想定される。こうした想定

のもとに、経済主体は、（感知された相対価格を含む）実物変数に基づき需要・供給に関する意思決定を

行う、とされる。

　マクロ構造についての情報を経済主体が保有するという想定を、現実の経済分析にもち込むこと自体、

そうしたモデル構築の方法に疑問を投げかけるに十分である。経済主体にこうした能力を課すのは、「合

理的」というべきではなく「超合理的」というべき類のものである。経済主体はマクロ経済についての

モデルを周知しており、しかも関連する確率分布を知っているという前提で予想形成を行うと想定する

ことで、複雑な動学モデルが構築されたからといって、それはいかなる意味で「厳密」なものといえる

のであろうか。

　「合理的期待」という着想に依拠するモデルは、純理論の場だけで問題になったのではない。それは、

政策論争の場で脚光を浴びたのである。経済主体は、政策の将来的効果を合理的に予測する能力をもつ

がゆえに、裁量的政策は無効になる、という「政策無効性命題」がそれである。これは裁量的政策の有

効性を否定するのみならず、経済政策全般の無効性を唱える「イデオロギー」を促進させることになっ

たのである。

平井俊顕先生.indd   3 2014/02/27   10:45:29



56 上智経済論集　第 59 巻　第 1 ・ 2 号

　効用理論―倫理学との脆弱な関係

　「新しい古典派」が想定する代表的主体の典型である代表的家計は、基数的な期待効用を極大化すると

想定されている。

　功利主義哲学が効用理論のかたちで経済学に入り込んだのは、ジェヴォンズの『経済学の理論』（1871

年）においてであった。功利主義の中核を占める「快苦原理」が、経済主体の行動の説明原理として経

済学の中核に導入されたのである。この着想が、130 年後の「新しい古典派」にあっても、「代表的家計」

の行動原理として中枢的役割が付与されている。しかも、長年、効用関数は序数的であるべきとされてき

たのに、ここでは基数的効用理論が復活・採用されている
2）。

　現代において、効用理論が大きな影響力をもつに至った大きな契機として、ノイマン＝モルゲンシュ

テルンの『ゲーム理論と経済的行動』（1947 年）における「合理的意思決定理論」―期待効用最大化仮説

としての意思決定論―の出現が考えられる
3）。近年におけるこの理論の普及が、「新しい古典派」による 

「基数的な期待効用理論」の採用と何らかの関係をもっているものと思われる。

　ところで、ジェヴォンズによる経済学への「快苦原理」の導入があった後、功利主義と効用理論のあい

だの関係が深く追究されたのかというと、じつはそうではない。哲学者は、功利主義の是非をめぐり激し

い論争を展開してきたが、効用理論を採用する経済学者が、その根拠を問うことはなく、また他の経済学

者による批判に応じるということもなかった。功利主義をめぐる議論と効用理論をめぐる議論は、独立し

た道を歩んできた感が強いのである。

　この点に関して、ケインズの「エッジワース論」（Keynes, 1926）に、興味深い指摘がみられる。功利主

義的倫理学および功利主義的心理学が健全なものなのかをめぐる懐疑である。功利主義との関係が曖昧で

あるにもかかわらず、そして「もとの基礎（功利主義的倫理学・心理学のこと）の健全性を徹底的に探究

することなく」経済学者が効用理論を信じるに至っている事態に、ケインズは重大な疑義をはさんでいる。

この状態が、じつは現在にも妥当しており「棲み分け」が行われている。

　功利主義的倫理学自体はその後、複雑な展開をみせてきている（例えば、ハルシャーニやゴティエの立

論
4））。だが、そうした展開が、代表的家計による基数的な期待効用理論に影響を与えているとはいえない。

さらに、哲学者が功利主義をいかに批判しても（例えば、ロールズやセン）、「新しい古典派」の経済学者

がそれを聞き入れて効用理論に頼ったモデルづくりを変えるという話も、寡聞にして知らない。効用理論

を駆使する経済学者の陣営の外にあっては、効用理論・功利主義に批判的な論陣を張る経済学者に事欠い

てきたというわけでもない（例えば、ヴェブレン、ホブソン、カッセル、ミュルダール、ケインズ、ホジ

ソンなど）。にもかかわらず、正統派の経済理論にあって、「もとの基礎の健全性を徹底的に探究すること

なく」効用理論が重要な礎石として用いられてきているという事実、しかもこの傾向をいや増しに強めて

近年にまで至っているという事実、が存在する。ハチソンは、こうした状況を方法論的に問題視しようと

すると、「経済学は方法論という哲学に関わる必要はない」（Hutchison, 2000, p. 330）との反応を受ける、

という知的環境を指摘していた。

　実証について

　マクロ・モデルにたいしては対応するマクロ・データが取り上げられ、そしてそれらをもとに実証研究

が行われる。そしてその結果が非常に有意である（もしくは有意ではない）、との結論が出てくる。この

さいに用いられる方法が「カリブレーション」である。これは上記のマクロ・モデルのままでは実証に用

いることが難しいため、モデルを線型にし、さらにさまざまなパラメーターを過去の研究成果から借り入

れ、それらをもとにして内生変数の時系列を算出する。そしてこれを現実のマクロ・データと照らし合わ
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せ、それに合致する度合いが高ければ、このモデルは現実のマクロ経済をよく代表するものになっている

と判断する。そうでない場合、マクロ・モデルを修正し、そのうえで再度、内生変数の時系列を計算しな

おし、現実のマクロ・データとの類似度をチェックする等々。

　だが、非現実的なミクロ的経済主体の最適化行動に依拠して演繹的に導出されたマクロ・モデルは、現

実のマクロ経済とのあいだでの実証的有意性を検証するうえで、どのような意義をもつものといえるので

あろうか。一方で、ミクロ的行動仮説から演繹的方法で導出されるマクロ・モデルが「論理」として是認

され、他方で、マクロ・モデルの有意性が「実証」を基準に評価されるという姿勢を取っているという意

味で、「新しい古典派」には一種の論理実証主義的影響の残滓が認められる。

　その弁明として用意されそうなのは、「仮定の現実性は問題ではない。問題は、そうして構築されたマ

クロ・モデルが実証的に有意な結果を得るかいなかである」といったものであろう。つまり、実証的箇所

は実証主義的な「イデオロギー」で処理されるのである。そこにフリードマン（Friedman, 1953）の影が

見え隠れするといえるのかもしれない。

　「新しい古典派」は 1990 年代の、とくにアメリカ、イギリスの経済成長にどのような貢献をなしたとい

えるのだろうか。あるいはそれは経済学者のあいだでの知的遊戯にすぎなかったのであろうか。筆者には

後者であったように思われるのだが、むしろ重要なのは、彼らが貢献したのはネオ・リベラリズムを「知

的権威」の側面から強烈に擁護した点に求められる。

　社会哲学

　「新しい古典派」の経済学者は、市場経済における価格メカニズムの機能（需給は即座に一致する）に

絶大なる信頼を寄せている。そして社会哲学的には、自由放任主義の立場を標榜している。彼らは裁量政

策を徹底して批判し、またそれまでのクライン＝ゴールドバーガーに代表されるケインズ的計量経済学に

基づく予測に激しい批判を浴びせてきた（いわゆる「ルーカス・クリティーク」）。

　完全雇用の前提（失業は自発的なものに限定）、セイ法則の当然視、パレート最適概念の重視、（期待） 

効用理論の重視、「貨幣数量説」の承認、経済主体に超合理性を認めるアプローチ（および関連する「政

策無効性命題」）、すべての経済現象は均衡理論で捕捉できるという信念、「自由放任思想」等々を「ハー

ド・コア」とする経済学が、理論的かつ社会哲学的に経済学の大きな潮流となったのは、新古典派の時代

になってから、じつに初めてのことである。このことは注意に値する現象であり、事実である。ある意味

で、これは「新古典派総合」のなかにあった「新古典派ミクロ経済学」の要素のみを、新しいかたちで再

構築したものといえるのかもしれないが、社会哲学的には強力なネオ・リベラリズムが通底している。

　2.「ニュー・ケインズ派」

　「新しい古典派」はケインズ理論、ケインズ的政策、およびケインズ的社会哲学の全面的ともいえる否

定のうえで、上記のような理論モデルならびにそれを用いて現実の経済分析を行った。そうした動きが、

とりわけアメリカで勢いを増すなか、批判される側にあったケインズ諸派はどのような動きをみせたので

あろうか。本節では、そのなかの 1 つ、そしてアメリカで大きな影響力をもってきた「ニュー・ケインズ

派」を取り上げる
5）。

　ここでニュー・ケインズ派を取り上げるのは、次の理由による。第 1 に、ニュー・ケインズ派はオバマ

政権の経済政策を支えるブレーンである。第 2 に、ニュー・ケインズ派は系統的に「新古典派総合」の時

代の「オールド・ケインズ派」とのつながりがある。彼らは「IS-LM 理論」に寛容であり、かつ社会哲学

的にみて、ケインジアンのサイドに立っている。
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　ニュー・ケインズ派は、価格の均衡化作用に懐疑的であり、「非自発的失業」の存在を承認し、「セイ法

則」や「古典派の二分法」を否定している点で共通しており、「新しい古典派」とは明確に対抗的なスタ

ンスを取っている。そして社会哲学的にみても、政府の裁量政策を肯定する立場に立っている（つまり、

「政策の無効性命題」を否定する）。かくして、「ニュー・ケインズ派」は「新古典派総合」を継承してい

るといえるのであり、それゆえその考えは、しばしば「新しい新古典派総合」と呼ばれることがある。

　ニュー・ケインズ派は、市場経済における価格メカニズムの不全性を強調する立場をとっており、さま

ざまな価格硬直性が市場経済に生じているため、マクロ的な有効需要の減少が産出量や雇用量の減少をも

たらす、と論じる。彼らは、この価格の硬直性がなぜ生じるのかをミクロ的基礎から問うのであるが、そ

こからさまざまな仮説が登場してきている。価格の硬直性をめぐる「メニュー・コスト」仮説、賃金の硬

直性をめぐる「効率性賃金」仮説、利子率の上方硬直性
6）をめぐる理論などが代表的なものである。

　「ニュー・ケインズ派」は、「新しい古典派」によるケインズ派攻撃が生じるなか、守勢に立たされたケ

インジアンのなかから、それに対抗しようとして生まれたものであるが、次第に、「新しい古典派」が開

発した「合理的期待形成」、「代表的経済主体」、「動学的一般均衡」といった基本的なツールを積極的に取

り入れることで
7）、一大勢力を形成していくことになった。ニュー・ケインズ派によって展開された総合

的なモデルとして、「新しい IS-LM モデル」（もしくは「IS-AS-MP モデル」）と呼ばれるものがある。これ

は上記のツールを積極的に取り入れたモデルであり、その名称にもかかわらず「新古典派総合」の時代の

オールド・ケインズ派による「IS-LM モデル」との継承性はほとんど認められない。そして「新しい IS-

LM モデル」が現在の世界経済危機の分析に有効な洞察を示すものになっているのかという点には、大き

な疑問がつきまとう。それは、すでに指摘した「新しい古典派」のもつ欠陥を背負い込んでいるからに他

ならない。

　こうして「ニュー・ケインズ派」は、一面でケインズ的社会哲学を有し、オールド・ケインズ派との

親近性を有し、その立場からオバマ政権のブレーンとなっている。だが、他面で「新しい IS-LM モデル」

という「新しい古典派」のツールを用いた理論展開を行うという「複雑な様相」をみせてきている。いず

れにせよ、オバマ政権下でのケインズ的な経済政策を推進してきたのは、この「ニュー・ケインズ派」な

のである。

　III　資本主義の混迷―社会哲学的考察の必要性

　第 II 節において、この 20 年間、マクロ経済学の主流派として君臨してきた「新しい古典派」ならびに

その対抗馬として「新しい古典派」の分析ツールを大幅に取り入れてきた「ニュー・ケインズ派」の経済

学、経済分析が、現実の資本主義システムを分析するには、その非現実的な仮定ゆえに、そしてそれにも

かかわらず、それを用いて資本主義経済の変動を説明できるとして用いられる奇妙な実証方法ゆえに、き

わめて問題の多いものであることをみてきた。

　これらの権威がリーマン・ショックによって潰れたわけであるが、真の問題は、リーマン・ショックの

生じるはるか前から存在していた。

　ネオ・リベラリズムが 80 年代後半から時を追うにつれて勢いを増すなか、90 年代には、いわゆる金融

の自由化が進展し、それとともに SBS の増大、ヘッジ・ファンドの投機的行動が激しくなるなか、資本

主義システムは、不安定の度合いを増していった。そしていくどとなく深刻な危機が引き起こされていっ

たのである。この時期に、支配的であったマクロ経済学が「新しい古典派」であった。向き合う資本主義

システムはきわめて心理的、投機的な動きによって揺さぶられ、ヘッジ・ファンドも諸国民も投機的行動

に狂乱しているなか、「新しい古典派」は既述のような仮定をもとに、既述のような実証的手法により、
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資本主義システムの変動を分析し、そしてそれは十分使用に耐えうるものであるという自負すら示してい

たのである。まさにドン・キホーテ的行動である。こうした批判の目は、重要な要素を「新しい古典派」

から取り入れることになった「ニュー・ケインズ派」にたいしても向けられて然るべきであろう。

　いま、眼前の資本主義システムをどのような理論を用いて分析することができるのかを、本当に自信を

もっていえるマクロ経済学者はいないように思われる。いやそうした分析を行う以前に、眼前の資本主義

システムがどのような特徴を有しており、それにたいしてどのような評価を下していくべきなのかという、

いわば社会哲学的考察を行うことの方が重要であろう。本節では、資本主義システムの長所・短所を述べ

たうえで、このシステムのあり方を問うことにしたい。

　1. 資本主義システムの長所・短所

　資本主義システムは成長衝動を内蔵するシステムであり、その爆発力が資本主義化を促進すると同時に

既存システムを破壊する。それは不安定性を伴う動態的なシステムである。その「成長衝動」・「動態性」

は、「市場」と「資本」を通じて実現される。さらに、「動態性」を真に担うのは企業である。企業は不確

実な将来に向けて、莫大な資金・人材を投入して、商品・市場の開拓に乗り出していく。

　「動態性」、「市場と資本」、「企業」は、資本主義システムのもつ長所である。市場という巨大なネット

ワークを通じて経済活動が展開されることで、経済主体は自主的行動を許され、無数の財・サービスが生

産・交換され、さらには企業の活動を通じ経済の動態的発展が実現されていく。

　他方、資本主義システムには深刻な短所も認められる。第 1 に、動態的であるがゆえの不確実性・危う

さ・脆弱性を有する。第 2 に、固有の「アバウトさ」（「あいまいさ」）を有する。第 3 に、効率性・自由

を追求するあまり、不平等・格差の拡大を放任する傾向を有する。

　以上、資本主義システムの長所・短所を原理的に挙げてみた。次に、現在の資本主義システムが抱えて

いる 3 つの問題点を取り上げる（これらは多かれ少なかれ、上記の短所に関係している）。

　バブル現象―囚われる企業・人

　バブル現象とは、経済が何らかの要因で過熱し、ついには政府がそれを抑制しようとしても不可能とな

り、爆発・炎上してしまう状況を指す。こうしたことは昔から生じており、17 世紀のオランダで起きた

チューリップ・バブル、18 世紀ヨーロッパで生じた（ジョン・ローの名とともに知られる）株式バブル

などが有名である。

　経済学では、バブルは例外的現象として処理されてきた。それは資本主義の抱える本質的問題ではなく、

経済学の主要課題は正常なプロセスの分析にあるとされてきた。さらに景気変動や失業も、20 世紀初頭

になるまで例外的現象とみなされていた。「古典派の二分法」や「セイ法則」にたいする経済学者の信頼

は厚く、資本主義システムにおける失業問題への真正面からの取り組みは、ケインズの登場を待たねばな

らなかった。

　それに、この 20 年、経済学の主流はケインズ以前の状況に戻る傾向が顕著であった。「新しい古典派」

は、古典派の二分法やセイ法則を擁護し、非自発的失業の存在を否認するスタンスに立って景気変動を論

じてきた。

　皮肉なことに、同時期、実際の資本主義システムは不安定さの繰り返しと増幅に見舞われてきた。代表

的なものに、80 年代末から 90 年代初めにかけての日本のバブルとその破裂、90 年代中葉から 21 世紀初

頭にかけてのアメリカのドットコム・バブルとその破裂、2000 年代のアメリカの住宅バブル、サブプラ

イム・バブルとその破裂がある。いずれの場合も、バブルはマネー・サプライの異常な膨張とそれを利用
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しての過熱した投機活動に、またその破裂はこうした動きを抑制することに失敗した当局の政策に、起因

している。

　「新しい古典派」は、こうした事態への基本的認識を欠いている。資本主義システムのもつ「不安定さ

の繰り返しと増幅」を全面にすえた分析がいまほど必要とされている時はない。

　バブルが経済システムにとり危険なのは、それが経済社会で活動する人間の心性を「過剰なまでに」突

き動かすからである。ライバル企業が、不動産や株式・金融資産などの異常な高騰を利用して巨額の利益

を得ているとき、「バブルは必ず破裂する」といって座していることは、企業組織のトップにあってはほ

とんど許されないことであろう。ライバル他社に比べ財務・給与・配当状況の悪さが際立つことになり、

経営幹部、株主からの激しい不満が押し寄せてくるからである。

　社員にあっても、同僚が多額の注文を取り付けているとき、「バブルだから必ず破裂する」といって客

の質を選別することは許されないであろう。結果は金額でのみ評価される環境にあるから、給料・ボーナ

スの大幅カットを受けたり、最悪の場合、解雇されたりすることであろう。

　こうしたことは人間組織に通底しており、ライバルが儲けているときに静観することはできないという

人間の心性に根ざしている。バブルが続けば、多くの人はそのなかで踊り、少なからぬ人は踊り狂うこと

になる。そのなかで、人は知らず知らずのうちに、モラル・ハザードの餌食になっていく。バブルは人間

性を狂わせる。すべての人が濡れ手に粟的な利殖の獲得に熱中し、そしてその過程で生じる明白な不正行

為（例えば LBO や禿鷹ファンド的行為）までもが正当化されるような倫理観（「どのような手段を使おう

とも、儲ける者が勝者、路頭に迷うものはビジネス才能に欠ける敗者」といった倫理観）が横行するよう

になる。

　それゆえ、バブルの抑止を企業家・個人・市場に委ねることはできない。それは政府に求めるしかないが、

当の政府がバブルの暴走を抑止できなくなるのである。とりもなおさず、これは資本主義システム・政府

の機能不全である。それゆえ、なぜ政府機能が不全なのかを探り、資本主義システムを制度的に改革する

ことが必要なのである。

　リーマン・ショックに端を発する今回のアメリカのバブル経済の崩壊は、金融の自由化・金融のグロー

バリゼーションが招来したシャドウ・バンキング・システム（以降、SBS と略記）の拡大に大きく起因

している。野放図な金融の自由化により、その暴走を止めることができないようなシステムの展開を許容

してしまったからである。バブルの暴走を阻止し、資本主義システムを制御可能にするためには、金融シ

ステムの改組は必須である。アメリカで 2010 年 7 月に成立した「金融規制改革法」（ドッド＝フランク法）

はこうした認識に基づいている
8）。

　腐敗と不正

　資本主義システムは、市場を通じての財・サービスの交換を基本にするため、効率的・合理的であり、

かつ参加者の自由・対等性・公平性が保証されている。だが、他のシステムより優れているとはいえ、腐

敗と不正から免れているわけではない。

　1 つは帳簿操作である。資本主義システムにあって、すべての経済活動は貨幣で評価され記帳され、そ

れらの集計により経営状況が判明する。だが、帳簿にはいろいろな落とし穴が潜む。例えば、本来は赤字

である業績を黒字にみせるさまざまな操作手法が工夫されており、経営者が巨万の利得を手にすることも

しばしば生じている。こうした行為を止めることは、かなり難しく、その利益が合法的なのか、非合法的

なのかの識別は、ほとんどの場合不可能である
9）。それに、何よりも非合法であると考えられるとしても、

訴訟手続きが必要となるわけで、たとえ国側が勝利したとしても、それは氷山の一角にすぎない。
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　もう 1 つは金融に関係する。資本主義システムは金融抜きには成立しえない。実体経済がある程度の大

きさになると、生産・サービス活動に必要な資金は外部に依存せざるをえなくなり、そこに金融の存在価

値・本来的役割が存する。

　だが、金融は不正を働く余地のきわめて大きい分野である。金融がより大きな自由を享受するにつれ、

不正を働く余地は拡大していく。金融に関連する腐敗・不正行為の代表的なものとして、次の 3 点を挙げ

ておこう。

　（ⅰ） 強制貯蓄（信用を創出する権利を手にしている金融機関が、必要とする財・サービスを思いのま

まに取得できる方法）

　（ⅱ）株式市場の悪用（インサイダー取引、デマ情報を流しての株価操作、LBO、M&A など）

　（ⅲ）市場の不存在と不透明化による利益の収奪（近年、粗製乱造された「証券化商品」）

　格差問題

　資本主義システムは経済活動の基盤を市場におく。経済学者は、そのメカニズムをモデル化した一般均

衡理論に絶大なる信頼を寄せてきた。だがこのモデルは財産の分配状況を所与としたうえでの立論であ

り、分配状況を問うわけではない。これと関連するが、経済学者は「正義」を「交換的正義」としてとら

える。市場メカニズムが交換という行為により、「正義」を実現するという考えである。この考えでは、

ストックとしての分配状況への価値判断（「分配的正義」）は排除されている。「市場の自由な作用に委ね

れば、経済システムは効率的になる」（「パレート最適」）という思想がある。これも、財産の分配状況は

所与として論じられている。

　財産の分布（ならびに所得の獲得方法）に大きな差がある社会にあって、市場の自由な作用のみに委

ねる場合、実際には、一層の格差を生み出しがちである。この 30 年間、「市場原理主義」（「自由放任主

義」の現代版）に駆り立てられた世界は、その結果、大きな所得格差（貧富の格差）をもたらしてきた。

このことは、ジニ係数その他の数値で明らかになっている。先進国アメリカ、イギリスなどでの所得格

差の拡大は著しいし（特に、金融セクターへの富の偏在）、「新興国」BRICS においてはさらに一層顕著

である
10）。

　2. 資本主義システムのあり方を問う―「適正な資本主義」と「不適正な資本主義」

　「適正な資本主義」・「不適正な資本主義」という概念は、「非科学的」との批判を受けるであろう。「適

正さ」という基準は曖昧さを逃れられないからである。だが、それでもなお、この概念は現実の資本主義

システムを捉えるうえで不可欠である
11）。

　ここでは「適正な資本主義」を標榜するうえで重要と思われる 4 つのポイントを取り上げてみよう。

　「金融部門」と「実体経済部門」の「適正な」あり方

　資本主義システムは本性的に動態的である。成長衝動を秘める企業は、必要な資金を外部から調達する

必要がある。金融部門はそのために要請されてくる。

　金融部門は、本来的には、実体経済部門の円滑な展開・成長のために必要とされている。だが、金融部

門はそれと無関係に、専ら自己利益獲得のために活動しがちである。

　貨幣・信用を売買する市場は、自己増殖していく可能性を秘めている。信用創造自体、中央銀行や金融

機関が「恣意的に」生み出すことができ、しかもそれが公益のためになされる保証はどこにもない。資金

調達の手段である債券や株式も、それがストックとして蓄積されてくると、投機的対象に組み込まれる。
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近年異常な拡張をみせた「証券化商品」になると、資金調達の手段からはほど遠い様相を呈するものに

なっている（「GDP を「強奪する」手段」とすらいえる）。

　実体経済部門とかけ離れ、金融部門が GDP の益々多くの割合を掌中にするという近年の傾向は「適正

な資本主義」ではない。金融市場の規模と GDP とには自ずと「適正な比率」があるべきであり、それを

逸脱する状況を防止すべく、政府による監視は不可欠なものとなる。

　「不適正な資本主義」が横行するなか、忘れ去られた感が否めないのは、労働倫理観の崩壊である。資

本主義システムには、「勤勉な労働」（額に汗して働くことで収入を得る）と「濡れ手にあわ的労働」の 2

種類が存在する。前者は、ウェーバーのプロテスタンティズム的精神に属する。後者は絶えず他者をだま

す、他者にジョーカーを渡す行為への誘惑を宿している。いや宿しているだけではなく、そうした行為を

正当化すらする倫理観である。金融工学の美名のもと、誰も責任をとることのない証券化商品を氾濫させ

ても、自らがジョーカーを引かないように立ち回ればよい、だまされた方が無知なのだ、といった倫理観

である。

　ビジネス・エシックス

　資本主義システムの動態性を牽引するのは企業である。企業は利潤が見込めそうな領域を開拓・創造し

ていくことで、自らを成長させるとともに、資本主義システムの発展を牽引していく
12）。

　この点を考察するさいに軽視されがちな問題がある。今日の資本主義システムでは、大多数の人間は企

業組織に組み込まれている。それゆえ、これら企業はいかなるビジネス・エシックスをもって活動してい

るのかという問題が重要なのである。

　この点に関連して、「証券化商品」の多層的展開、レヴァリッジの手法、ヘッジ・ファンドの活動など

を通じ、SBS が GDP の多くのシェアを奪うまでになった資本主義システムのあり方が問われるべきであ

る。これらの活動が巨大化することで、ビジネス・エシックス自体がそれに翻弄されているという事態が、

大きな影を落としているからである
13）。

　「自己責任に基づいた意思決定によって未来を切り拓く、失敗した場合は市場で淘汰されることで自ら

の責任をとり退出する、こうした行動により資本主義システムは人間社会に効率性・自由・正義・成長を

もたらすことができる」という考えが、いやというほどマスメディアを通じ喧伝されてきた。これは「市

場原理主義」がつねに唱えてきたものだ。しかるに、その先頭を走ってきた大企業が、「大きすぎて潰せ

ない」（TBTF）を楯に政府に支援を要請し、しかもメリル・リンチや AIG のボーナス問題にみられるよ

うなモラル・ハザードを露呈させてきた。こうした不正・堕落・利己主義が、先進国の企業内に蔓延して

いるという事態は、現在あるようなビジネス・モデルでは、けっして資本主義の将来は任せられない、と

いうことを示唆する。

　自由と規制

　資本主義システムの利点として、「市場」で自由な意思を有する経済主体が取引を行えるという点が挙

げられる。確かにそれは、他の経済システムにつきまとう恣意性を免れることができる利点である。とは

いえ、だからといって無制限な自由化が資本主義システムを最善にする保証はどこにもない。

　個人の自由は「可能なかぎり」重視されるべきである、というのは当然である。プライバシーへのいか

なる人、いかなる機関、いかなる社会、そしていかなる国家の介入・干渉も拒否されるべきというのもし

かりである。だが、そこにはつねに、「可能なかぎり」という条件がつく
14）。個人や企業の自由があまり

にも大きくなり、例えば、1998 年の LTCM にみられたことだが、100 人程度の規模のヘッジ・ファンド
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が世界の金融システムを瓦解させる寸前に至るほどの自由な行動をとることは許されるべきではない。自

由には社会の安定を損なわないという制限があってしかるべきである。「相対取引」（OTC）が極端になる

と、その不透明さが「市場の不透明さ」、あるいは「市場の不存在状況」を増すことになり、経済システ

ムが混乱に陥る危険性は高まる。

　わたし達は自由化のもつ意味、意義を立ち止まって考えるべきときを迎えている。近年、マスメディア

やネオ・リベラストの唱道のまえに、わたし達は「自由」という言葉、「規制緩和」という言葉の魔力に

呪縛されてきた感がある。だが、わたし達は自由とともに、「平等・善・徳」がそれといかなる関係にあ

るべきかを考える必要がある。無制限の自由では平等・善・徳という問題に対処することはできない。無

制限の自由化が「不適正な資本主義」をもたらすような場合、「適正な資本主義」という原点に立ち戻る

必要がある。

　政府の役割

　これまで今日の資本主義システムがいかなる問題を抱えており、それにたいし、どのような価値観を

もって対処していくべきかをみてきた。なかでもビジネス・エシックスは、国民の倫理観、価値観と深く

関わっており、その是正は教育を通じてなされていく必要のある問題である。

　それ以外の点については、（資本主義システムがもつ不可避的な問題はさておくとして）政府の登場を

待たねばならない。すなわち、資本主義システムは市場での取引に基盤をおくべきであり、かつ資本の自

由な移動が保証されている必要があるが、それは無制限の自由の容認ではありえないからである。

　政府は無制限の自由が引き起こす資本主義システムの暴走を制御できるような、さまざまな制度を設計

していく責務がある。とりわけ、金融部門の暴走が実体経済部門を無視し、GDP の取り分の拡大を自己

目的化することのないような制度設計が望まれる。「適正な資本主義」の実現のためには、貧富の格差拡

大防止のための施策が打ち出されることも、政府には要請されている
15）。

　IV　むすび

　本報告の主要な結論は 2 点である。

　第 1 は、「新しい古典派」ならびに「ニュー・ケインズ派」の経済学、経済分析が、現実の資本主義シ

ステムを分析するには、その非現実的な仮定ゆえに、そしてそれにもかかわらず、それを用いて資本主義

経済の変動を説明できるとして用いられる奇妙な実証方法ゆえに、きわめて問題の多いものであるという

点である。

　第 2 は、リーマン・ショックのはるか以前から、金融の自由化が急速に進展するなか、実際の資本主義

システムは SBS の巨大化により、きわめて不安定なものになる傾向を強めていたという事実認識に立ち、

資本主義システムの抱えている問題を社会哲学的に問い正そうとした点である。資本主義システムは無条

件の自由化によっては非常に危ういシステムに堕していく危険性がある。それは財産格差・所得格差を著

しく拡大させてきた。それは金融システムを TBTF で救済し続けることを通じ、モラル・ハザードを引

き起こしてきた。それは金融工学による証券化商品の粗製乱造により、GDP の「分捕り」を自己目的化

する行為を増長させ、そのことが資本主義システムの「ビジネス・エシックス」（経営倫理と労働倫理の

双方を含む）を歪めてしまった、等々である。

　本報告で述べたことは、今日の経済学および資本主義システムが陥っている問題点の指摘に目を向けよ

うとするものであって、それ以上のものではない。だが、問題の適正な解決は、この延長線上に見出され

ると思うのだが、いかがであろうか。
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注

　1） 誤解されがちだが、これは経済学のある分野、およびマスメディアでの話しであって、ケインズへ

の多様な領域からの研究・関心は、じつは恒常的に展開されてきている。この点は、冒頭で強調し

ておきたい。

　2） 効用を測定するという実験は、これまでに幾度も行われてきている。例えばよく知られているもの

に I. フィッシャーによるものがある。

　3） サヴェッジ（Savage, 1954）は「デ・フィネッティの主観的確率に関する研究と、1940 年代に展開

されたフォン・ノイマンとモルゲンシュテルンの「ゲーム理論」における効用の分析を総合させる

かたちで、… 一つの体系を構成することに成功した」（伊藤，1997，p. 212）。デ・フィネッティの理

論はラムジーの理論（Ramsey, 1926）と類似しており、通常、「ラムジー = サヴェッジ理論」と呼

ばれる。

　4）松嶋（2005, 第 5 章）を参照。

　5） 戦後のマクロ経済学の展開をめぐるケインズ諸学派の展開については、平井（2003, 第 17 章「ケイ

ンズ解釈と戦後マクロ経済学の展開」）を参照。

　6） 「失われた 10 年」でのわが国の政策論争にあって利子率政策を重視するニュー・ケインジアンが影

響力をもつことはなかった。それはオールド・ケインジアンと経済理論的基礎をもたない構造改革

派によって展開された。

　7） ただし、「ニュー・ケインズ派」にあっても、スティグリッツは「合理的期待形成」や「代表的経

済主体」には批判的・否定的なスタンスをとっている。

　8） だが、この問題は主要国間の協力なくして解決することのできない問題である。

　9） 不正経理はその一例であり、2000 年頃に発覚したエンロン事件はその代表的事例である。アーサー・

アンダーソン会計事務所はそれへの加担のため、倒産に追い込まれた。

10） 経済成長が停滞してきたわが国でも、このことは妥当する。アメリカの場合、2006 年度、1％の最

富裕層が全所得の 22％を占め、過去 80 年間で最大になっている。また 1979-2002 年の税引き後所

得は、1％の最富裕層の場合、111％上昇したのにたいし、その他の階層では第 2 階層の 48％が最高

で、最下層の場合 5％である（CBO データ）。最近の『ニューヨーク・タイムズ』と Footnoted.com

によるゴールドマン・サックスをめぐる調査では、リーマン・ショック後も巨額の所得・資産を享

受しているさまが明らかにされている（2011 年 1 月 18 日付）。今日、格差の是正の必要性とそれを

解決できない場合に陥る資本主義世界の危機を訴える声が、世界中の指導者のあいだで日増しに強

くなっている（『エコノミスト』［イギリス］2011 年 1 月 20 日号）。

11）人間の使う概念はすべて曖昧さを逃れていない、という哲学的問題はさておくとしても、である。

12）リカードウ［1817］の理論は、このことを前提に展開されている。

13） 『フィナンシャル・タイムズ』（2009 年 3 月 13 日）ではアングロサクソン型の企業経営への経営者自

身の反省の弁が取り上げられている。『オブザーバー』（2011 年 1 月 16 日）で、スイスの銀行家エル

マーによって世界中の資産家やヘッジ・ファンドの税回避などをめぐる情報が、ウィキリークスに

渡されるというニュースが流れた（事実、翌日渡された）。

14）ミル［1859］における「自由」概念を参照のこと。

15） Center on Budget and Policy Priorities の研究によると、2009 年に実施された景気刺激策は 450 万人

の人々を貧困から救った（『ニューヨーク・タイムズ』2011 年 1 月 18 日号）。緊縮の掛け声が強く

なるなか、忘れてはならない貴重な情報である。
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